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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端末機が、他の基地局領域から現在の基地局領域へ移動したときに、該現在の基地局の
識別子を受信する段階と、
　前記端末機が、先に格納した前記他の基地局の識別子と前記現在の基地局の識別子とを
比較し、これら２つの識別子が異なる場合、前記現在の基地局に対して識別子変更を通知
するためのデータ呼を転送する段階と、
　該データ呼を受信した前記現在の基地局が、前記端末機とＰＴＴ（Push to Talk）通信
のデータ呼を確立する段階と、
　該データ呼を確立した前記現在の基地局が、ＰＴＴ通信を支援するサーバに、前記端末
機が登録されているか否かの登録状態を確認する段階と、
　該登録状態を確認した前記現在の基地局が、前記登録状態に従って、前記データ呼の解
除のためのメッセージを前記端末機へ送信するタイミングを決定する段階と、
　を含むことを特徴とするＰＴＴ通信方法。
【請求項２】
　前記端末機は、前記２つの識別子が異なる場合に、前記現在の基地局の識別子を格納す
ることを特徴とする請求項１に記載のＰＴＴ通信方法。
【請求項３】
　前記登録状態を確認した現在の基地局は、前記端末機が前記サーバに登録されている場
合、前記データ呼の解除のためのメッセージを前記端末機へ直ちに送信することを特徴と
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する請求項１に記載のＰＴＴ通信方法。
【請求項４】
　前記登録状態を確認した現在の基地局は、前記端末機が前記サーバに登録されていない
場合、前記データ呼の解除のためのメッセージの送信を、所定時間だけ遅らせることを特
徴とする請求項１に記載のＰＴＴ通信方法。
【請求項５】
　前記データ呼の解除のためのメッセージを受信した前記端末機が、アイドル（idle）状
態に切り替わる段階をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載のＰＴＴ通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、端末機の呼受信率（call receiving rate）を向上させるＰＴＴ通信方法に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＰＴＴ（Push To Talk）通信は、１対多（point-to-multipoint）通信方式の一つであ
る。
【０００３】
　ＰＴＴ通信システムは、一人のユーザが、限定された時間内に他のネットワークメンバ
ーへ情報を送信することを可能にする。情報の送信を許容されたユーザは、いわゆる排他
的な送信特権を持つ者である。この場合、他のネットワークメンバーは、送信特権を持つ
ユーザが情報を送信する間は受信しかできない。
【０００４】
　もちろん、ＰＴＴ通信は、１対１通信の他、複数のユーザ同士間のグループ通信も可能
である。
【０００５】
　図２は、一般的なＰＴＴ端末機を示す図である。
【０００６】
　送信特権を持つユーザが、端末機１００の一側に設けられたＰＴＴスイッチ１１０を押
すと、送信モードに切り替わる。すなわち、ＰＴＴスイッチ１１０がオン（ON）になると
、音声データの送信が可能になる。一方、ＰＴＴスイッチ１１０がオフ（OFF）になると
、ＰＴＴ端末機１００は受信モードに切り替わる。
【０００７】
　ＰＴＴ端末機１００の送信モードは、ＰＴＴ端末機１００が音声データを送信のみする
モードであり、ＰＴＴ端末機１００の受信モードは、ＰＴＴ端末機１００が音声データを
受信のみするモードである。
【０００８】
　図３は、従来技術におけるＰＴＴ通信を実行するためのシステム概略構成を示した図で
ある。
【０００９】
　従来のＰＴＴ通信システムは、図３に示すように、複数のＰＴＴ端末機２１１，２１２
，２１３と、複数の基地局２２１，２２２と、インターネット、イントラネットまたはエ
クストラネットとの接続を支援するサーバ２３０と、を備えて構成される。
【００１０】
　図３では、異なるネットワークを形成する２つの基地局２２１，２２２を含むシステム
を一例として示した。
【００１１】
　第１ＰＴＴ端末機２１１及び第２ＰＴＴ端末機２１２は、第１基地局２２１と無線通信
を行う。
【００１２】
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　第３ＰＴＴ端末機２１３は、第２基地局２２２と無線通信を行う。
【００１３】
　第１基地局２２１及び第２基地局２２２は、インターネット、イントラネットまたはエ
クストラネットを介してサーバ２３０と通信を行う。
【００１４】
　ＰＴＴ通信システムでは、ＰＴＴサービスを提供する一定範囲の地域（area）を複数の
パケットゾーン（packet zone）に区分する。この区分された各パケットゾーンには、そ
れぞれを識別するための識別子（Packet Zone Identifier；以下、‘ＰＺＩＤ’）が与え
られる。
【００１５】
　ＰＴＴ通信システムでは、このＰＺＩＤを用いて通信を行う。
【００１６】
　図３において、第１ＰＴＴ端末機２１１及び第２ＰＴＴ端末機２１２は、ＰＺＩＤ‘Ａ
’が与えられた領域（zone）に位置し、第３ＰＴＴ端末機２１３は、ＰＺＩＤ‘Ｂ’が与
えられた領域に位置している。
【００１７】
　また、ＰＺＩＤ‘Ａ’が与えられた領域については、第１基地局２２１が通信を支援し
、ＰＺＩＤ‘Ｂ’が与えられた領域については、第２基地局２２２が通信を支援する。し
たがって、ＰＺＩＤ‘Ａ’領域に位置している第１ＰＴＴ端末機２１１と第２ＰＴＴ端末
機２１２は、第１基地局２２１と通信を行い、ＰＺＩＤ‘Ｂ’領域に位置している第３Ｐ
ＴＴ端末機２１３は、第２基地局２２２と通信を行う。
【００１８】
　図４は、従来技術におけるＰＴＴ端末機をサーバに登録する過程を示すフローチャート
である。
【００１９】
　図４を参照すると、ＰＴＴ端末機の電源がオン（ON）になった後（Ｓ２０）、ＰＴＴ端
末機がＰＴＴ通信が可能な状態になると（Ｓ２１）、該ＰＴＴ端末機はデータ呼（data c
all）を発信する（Ｓ２２）。すなわち、ユーザがＰＴＴ端末機に設けられたＰＴＴスイ
ッチ１１０を押すことでデータ呼が発信される。
【００２０】
　このデータ呼の発信によりＰＴＴ端末機がＰＴＴサーバに登録される（Ｓ２３）。
【００２１】
　このときに、ＰＴＴサーバに登録されたか否かのサーバ登録状態、すなわち、サーバ登
録に成功したか否かをメモリに格納する（Ｓ２４）。
【００２２】
　その後、ＰＴＴ端末機は、データ呼の処理を終了し（Ｓ２５）、アイドル状態（idle s
tate）（スタンバイモード（dormant mode））に切り替わる（Ｓ２６）。
【００２３】
　図５は、従来技術によるＰＴＴ端末機が、異なるＰＺＩＤ値を有する領域へ移動した場
合の呼接続過程を示すフローチャートである。すなわち、ＰＴＴ端末機が、ＰＺＩＤ値の
変更を要する領域へ移動した場合の呼接続過程を示している。
【００２４】
　図５を参照すると、ＰＴＴ端末機は、基地局からＰＺＩＤ値を受信する（Ｓ４１）。
【００２５】
　ＰＴＴ端末機は、受信したＰＺＩＤ値と格納しているＰＺＩＤ値とを比較する（Ｓ４２
）。
【００２６】
　比較した２つの値が一致しなければ、ＰＴＴ端末機は、異なるＰＺＩＤ値を有する領域
へ移動したものと判断し、ＰＺＩＤ変更を通知するためのデータ呼を発信する（Ｓ４３）
。
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【００２７】
　ＰＴＴ端末機は、ＰＺＩＤ変更通知のためのデータ呼を発信してから所定時間（例えば
、約２０秒）待機する（Ｓ４４）。この所定時間の間、ＰＴＴ端末機は、データ呼の接続
状態を維持する。
【００２８】
　所定時間の経過後、ＰＴＴ端末機は、基地局から転送されたデータ呼解除メッセージ（
data call release message）を受信する（Ｓ４５）。
【００２９】
　このデータ呼解除メッセージを受信すると、ＰＴＴ端末機は、接続状態にあるデータ呼
の処理を終了する（Ｓ４６）。その後、アイドル（idle）状態に切り替わる（Ｓ４７）。
【００３０】
　このように、従来技術では、ＰＴＴ端末機は、以前のＰＺＩＤと異なるＰＺＩＤ領域へ
移動すると、ＰＺＩＤ変更を知らせるために、基地局にデータ呼を発信していた。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３１】
　しかしながら、従来技術では、データ呼を発信した後、基地局からデータ呼解除メッセ
ージを受信するまでの所定時間（約２０秒）の間、データ呼の接続状態（すなわち、通話
状態）を強制的に維持する必要があるため、基地局にＰＺＩＤ変更を知らせるデータ呼を
発信してから、基地局からデータ呼解除メッセージを受信するまで、呼受信が不可能であ
るという問題点があった。
【００３２】
　すなわち、従来技術では、ＰＴＴ端末機が、サーバに既に登録されているか否かにかか
わらず、ＰＺＩＤが変わると（異なるＰＺＩＤ値を受信すると）、それによるＰＺＩＤ変
更登録のためのデータ呼を試み、該データ呼を試みてから無条件に所定時間、例えば、２
０秒間、データ呼接続状態、つまり、通話状態を維持しなければならなかった。
【課題を解決するための手段】
【００３３】
　本発明は、このような点に鑑みてなされたもので、その目的は、ＰＺＩＤ変更時に、端
末機のサーバ登録状態に従って、呼接続状態を制御することにより、端末機の呼受信率を
向上させる方法を提供することにある。
【００３４】
　このような目的を達成するために本発明では、端末機が、他の基地局領域から現在の基
地局領域へ移動したときに、該現在の基地局の識別子を受信する段階と、前記端末機が、
先に格納した前記他の基地局の識別子と前記現在の基地局の識別子とを比較し、これら２
つの識別子が異なる場合、前記現在の基地局に対して識別子変更を通知するためのデータ
呼を転送する段階と、該データ呼を受信した前記現在の基地局が、前記端末機とＰＴＴ（
Push to Talk）通信のデータ呼を確立する段階と、該データ呼を確立した前記現在の基地
局が、ＰＴＴ通信を支援するサーバに、前記端末機が登録されているか否かの登録状態を
確認する段階と、該登録状態を確認した前記現在の基地局が、前記登録状態に従って、前
記データ呼の解除のためのメッセージ（呼解除命令メッセージ（Call release order mes
sage））を前記端末機へ送信するタイミングを決定する段階と、を含むことを特徴とする
ＰＴＴ通信方法を提供する。
【００３５】
　この場合、前記端末機は、前記２つの識別子が異なる場合に、前記現在の基地局の識別
子を格納することができる。
【００３６】
　前記登録状態を確認した現在の基地局は、前記端末機が前記サーバに登録されている場
合、前記データ呼の解除のためのメッセージを前記端末機に直ちに送信するようにする。
【００３７】
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　一方、前記登録状態を確認した現在の基地局は、前記端末機が前記サーバに登録されて
いない場合、前記データ呼の解除のためのメッセージの送信を、所定時間だけ遅らせるよ
うにする。
【００３８】
　上記のＰＴＴ通信方法では、前記データ呼の解除のためのメッセージを受信した前記端
末機が、アイドル（idle）状態に切り替わる段階をさらに含むことができる。
【発明の効果】
【００４０】
　本発明によれば、ＰＴＴ端末機がＰＺＩＤ変更を要する領域へ移動した場合に、ＰＴＴ
端末機のＰＴＴサーバへの登録状態に関わらず、ＰＴＴ端末機と基地局との間で所定時間
の間、呼接続状態を維持し、この所定時間内にＰＴＴ端末機にかかってくる電話を受信す
ることができないという従来の問題点を解決することができ、ＰＺＩＤ変更領域における
ＰＴＴ端末機の呼受信率を一層向上させることが可能になる。
【００４１】
　特に、ＰＺＩＤ変更領域に居住したり、ＰＺＩＤ領域を頻繁に移動するユーザに対して
、高い呼受信率を提供することができるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４２】
　以下、本発明に係るＰＴＴ通信方法の好適な一実施形態を、添付図面を参照しつつ詳細
に説明する。図面に基づいて以下に説明する本発明の構成及び作用は、本発明の一例を示
すものであり、これにより本発明の技術的思想及びその核心構成並びに作用が限定される
ものではない。
【００４３】
　本発明の一実施形態に係る端末機は、ＰＴＴ通信を支援するＰＴＴ端末機である。この
ＰＴＴ端末機にＰＴＴ通信を提供する基地局は、パケットゾーンを区分するためのＰＺＩ
Ｄを使用する。
【００４４】
　本発明の一実施形態に係るＰＴＴ端末機は、ＰＴＴ通信を実行するためのＰＴＴスイッ
チが設けられている。
【００４５】
　このＰＴＴスイッチは、ＰＴＴ通信時に音声データの送信を可能にするためのものであ
る。ＰＴＴ端末機は、ＰＴＴスイッチがオンになると、音声データを送信するための送信
モードで動作し、ＰＴＴスイッチがオフになると、音声データを受信するための受信モー
ドで動作する。
【００４６】
　ＰＴＴ端末機は、インターネット、イントラネットまたはエクストラネットなどの接続
を支援しながらＰＴＴ通信を支援するＰＴＴサーバに登録される。
【００４７】
　ＰＴＴ端末機は、該端末機自体のＰＴＴ通信を支援する基地局を介してＰＴＴサーバに
接続する。その基地局には固有のＰＺＩＤ値が与えられている。
【００４８】
　ＰＴＴ端末機は、該端末機自体が位置しているＰＺＩＤ領域において、ＰＴＴ登録のた
めのデータ呼を該当の基地局に発信する。これにより、ＰＴＴ端末機と基地局との間にデ
ータ呼が接続される。
【００４９】
　その後、ＰＴＴ端末機は、ＰＴＴ登録メッセージ（PTT registration message）を発信
する。これによりＰＴＴ端末機が、ＰＴＴサーバに接続すると、ＰＴＴサーバに登録され
たか否かのサーバ登録状態、すなわち、サーバ登録に成功したか否かをメモリに格納する
。
【００５０】
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　一旦、ＰＴＴサーバの登録に成功すると、ＰＴＴ端末機は、現在位置しているＰＺＩＤ
領域の基地局から受信したＰＺＩＤ値を格納する。
【００５１】
　基地局は、そのＰＺＩＤ領域に位置している複数のＰＴＴ端末機にＰＺＩＤ値を送信す
る。
【００５２】
　ＰＴＴ端末機からＰＺＩＤ変更通知のためのデータ呼を受信すると、基地局は、そのＰ
ＴＴ端末機との間にデータ呼を確立する。続いて、基地局は、該当のＰＴＴ端末機がＰＴ
Ｔサーバに登録されているか否かを確認する。基地局は、データ呼を発信したＰＴＴ端末
機の登録状態をサーバに照会し、その結果をサーバから受信する。
【００５３】
　基地局は、ＰＴＴサーバから送られてきたＰＴＴ端末機の登録状態に従って、該ＰＴＴ
端末機に対する呼解除命令メッセージ（Call release order message）を送信するタイミ
ングを決定する。
【００５４】
　より詳しくは、ＰＴＴ端末機がＰＴＴサーバに登録されている場合には、基地局は、デ
ータ呼の確立後、直ちに呼解除命令メッセージをＰＴＴ端末機に送信する。これにより端
末機は、無条件に所定時間の間、データ呼接続状態を維持する必要がなくなる。
【００５５】
　一方、ＰＴＴ端末機がＰＴＴサーバに登録されていなければ、基地局は、ＰＴＴ端末機
へ送信する呼解除命令メッセージの送信を遅らせる。すなわち、基地局は、所定時間が経
過した後に、ＰＴＴ端末機へ呼解除命令メッセージを送信する。
【００５６】
　図１は、本発明の一実施形態によるＰＴＴ端末機の呼受信率を向上させるＰＴＴ通信方
法の手順を示すフローチャートであり、ＰＺＩＤを変更する場合の過程を示している。
【００５７】
　図１を参照すると、ＰＴＴ端末機は、基地局から以前に受信したＰＺＩＤを格納してい
る。
【００５８】
　ＰＴＴ端末機が、異なるＰＺＩＤ値を有する領域に位置するようになると、該ＰＴＴ端
末機は、該当の基地局（今後変更されるＰＺＩＤの基地局）から転送されたＰＺＩＤ値を
受信する（Ｓ５１）。
【００５９】
　該ＰＴＴ端末機は、受信したＰＺＩＤ値と格納しているＰＺＩＤ値とを比較する（Ｓ５
２）。
【００６０】
　比較した２つの値が一致しなければ、ＰＴＴ端末機は、異なるＰＺＩＤ値を有する領域
へ移動したものと判断する。従って、ＰＴＴ端末機は、新たに受信したＰＺＩＤ値を格納
し、ＰＺＩＤ変更を通知するためのデータ呼を発信する（Ｓ５３）。これにより、ＰＴＴ
端末機と基地局との間にデータ呼が確立される（Ｓ５４）。
【００６１】
　データ呼が確立された状態で、基地局は、ＰＴＴ端末機がサーバに登録されているか否
かを確認する（Ｓ５５）。このサーバは、ＰＴＴ通信を支援するＰＴＴサーバである。
【００６２】
　ＰＴＴ端末機がＰＴＴサーバに登録されていると、基地局は、現在接続中のデータ呼を
解除するための呼解除命令メッセージをＰＴＴ端末機に転送する（Ｓ５６）。
【００６３】
　一方、ＰＴＴ端末機がＰＴＴサーバに登録されていなければ、基地局は、所定時間（例
えば、約２０秒間）、待機した後に、ＰＴＴ端末機に呼解除命令メッセージ（Call relea
se order message）を転送する（Ｓ５７、Ｓ５８）。この場合、ＰＴＴ端末機は、所定時
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間の間、データ呼の接続状態を維持する。
【００６４】
　これら２つの場合のうち何れか一方を通じて呼解除命令メッセージを受信したＰＴＴ端
末機は、データ呼の現在の接続を解除する（Ｓ５９）。
【００６５】
　続いて、ＰＴＴ端末機は、新たなＰＺＩＤをメモリに格納した後（Ｓ６０）、アイドル
状態（idle state）に切り替わる（Ｓ６１）。
【００６６】
　このように、本発明では、ＰＴＴ端末機は、ＰＺＩＤ変更領域に位置すると、ＰＺＩＤ
変更を通知するデータ呼を基地局に発信してデータ呼接続し、ＰＴＴ端末機がＰＴＴサー
バに既に登録された状態であれば、データ呼接続の後に、直ちに基地局から呼解除命令メ
ッセージを受信する。つまり、ＰＴＴ端末機は、ＰＴＴサーバに登録されていれば、直ち
に呼解除命令メッセージを受信することができるので、従来のようにＰＴＴサーバへの登
録の有無にかかわらず、データ呼を発信してから呼解除命令メッセージを受信するまでの
所定時間、データ呼接続状態を維持する必要がなくなる。従って、ＰＴＴ端末機のＰＺＩ
Ｄ変更時における呼受信可能時間が増えるようになる。すなわち、呼の開始時間を短縮す
ることができるようになる。
【００６７】
　以上では具体的な一実施形態について説明したが、本発明は、この一実施形態に限定さ
れず、本発明の精神及び必須の特徴を逸脱しない範囲で、他の特定の形態に具体化できる
ことは、当業者にとって自明である。したがって、本発明の範囲は、添付された特許請求
の範囲の合理的解釈によって定められるべきであり、本発明との均等範囲内でのあらゆる
変更は、本発明の範囲に含まれるものと理解するべきである。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の一実施形態によるＰＴＴ端末機の呼受信率を向上させる手順を示すフロ
ーチャートである。
【図２】一般的なＰＴＴ端末機を示す概略図である。
【図３】従来技術におけるＰＴＴ通信を行うためのシステム概略構成を示す図である。
【図４】従来技術におけるＰＴＴ端末機をＰＴＴサーバに登録する過程を示したフローチ
ャートである。
【図５】従来技術によるＰＴＴ端末機が、異なるＰＺＩＤ値を有する領域へ移動した場合
の呼接続過程を示すフローチャートである。
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